


は じ め に 

島根県では、人権教育・啓発を総合的かつ効果的に推進するための指針とし

て「島根県人権施策推進基本方針」を平成12 年 9 月に策定し、以来、これに基

づき、人権に関する様々な課題の解決に取り組んで参りました。 

しかしながら、近年、児童・高齢者への虐待や女性への暴力などの増加、イ

ンターネットによる人権侵害など、新たな課題が生じています。一方、人権施

策に関する法律・条例等も新たに制定、改正され、人権施策を取り巻く状況は、

大きく変わってきております。 

県では、このような状況に対応するため、有職者を委員とする島根県人権施

策推進協議会において 2 年間にわたって御審議いただくとともに、県民の皆様

からも御意見をいただき、このたび、「島根県人権施策推進基本方針（第一次

改定）」を策定しました。 

21世紀は「人権の世紀」と言われますが、このたびの基本方針の改定を契機に、

一人ひとりの人権が尊重される、差別や偏見のない明るい社会の実現に向け、国・

市町村・民間団体等と連携して取り組んで参ります。県民の皆様には、人権問

題を自分自身の問題として捉え、自らが人権が尊重される社会を築き上げる担

い手であることを認識され、その実現に主体的に取り組んでいただきますよう

お願いいたします。 

終わりに、今回の基本方針の改定に当たり、島根県人権施策推進協議会の委

員の皆様をはじめ、貴重な御意見をいただきました皆様方に深く感謝申し上げ

ます。 

 

平成20年10月 

島根県知事 溝口 善兵衛  
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0％ 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 

7.5 59.8

65.4

50％ 100％ 

人 

平 成 16 年（1,643） 

平 成 11 年（1,804） 

社会や地域に残るしきたりや慣習 

友人、親戚などの態度や発言 

公務員等の対応や発言 

民間企業等による応対や言動 

そ　　の　　他 

無　　回　　答 

ある 無回答 ない 

32.7

31.3 3.3

地域社会における役割分担や、近隣
の人などの態度や発言 

職場における待遇や上司や同僚など
の言動 

家庭内における家事、子育てなどの
役割分担や、家族の態度や発言 

テレビや新聞、雑誌の内容や報道の
あり方 

福祉、年金、税金などの行政制度の
仕組み 

平成16年（該当者  537人） 

平成11年（該当者  565人） 

44.5

41.2

37.2

27.627.6

27.2

23.3

19.7

13.4

9.9

5.8

0.4

47.847.8

39.5

35.9

37.2

35.9

23.2

26.9

27.2

26.9

21.9

17.917.9

13.5

11.2

6.4

0.5

■日常生活の中で、あなたご自身が差別や人権侵害を受けたと感じたことがありますか。（○は1つ） 

■差別や人権侵害を受けたと感じたことはどのようなことですか。（○はいくつでも） 
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 

そ　　の　　他 

無　　回　　答 

学校において、人権に関する教育を
充実させる 

人権に関する意識を大人がしっかりと
持つよう、啓発、研修を充実させる 

社会に見られる不合理な格差を解消
するための施策を充実させる 

行政機関が、人権侵害を受けた人や、
社会的に弱い立場にある人を支援・
救済していく 

公務員など公的職場に勤める職員が
人権意識をしっかり持つ 

人権侵害を行った人に対し、法的な
規制をする 

現状の社会で十分人権は尊重されて
おり、新たな取組みは不要である 

平成16年（総数  1,643人） 

平成11年（総数  1,804人） 

50.1

48.048.0

35.735.7

35.4

17.417.417.4

1.2

1.1

13.4

53.5

48.848.8

48.0

48.8

35.7

39.9

43.6

26.426.4

22.6

26.4

19.8

0.4

1.0

6.3

■人権が尊重される社会を実現するために、行政の施策としてどのような取組みが必要だと思います 

　か。あなたが特に必要だと思うことを3つ以内でお答えください。（○は3つまで） 

6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



そ　　の　　他 

社会や地域に残るしきたりや慣習 

家庭内での家事や育児の分担 

職場での仕事の内容 

社会構造全般  

家庭内での家族の発言や暴力 

家庭内で序列があること 

民法などの法制度や行政が行う施策 

採用や就職の際の男性との取扱いの差 

無　　回　　答 

職場での昇給などの給与格差や役職な
どへの昇任 

売買春やヌード写真などに見られる性
の商品化 

町内会など地域における女性の役割や
仕事の分担 

女性に対する差別や人権侵害は、ほと
んど存在しない 

職場でのセクシュアル・ハラスメント 
（性的ないやがらせ） 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

44.6

44.5

平成16年（総数  1,643人） 

平成11年（総数  1,804人） 

39.4

33.5

36.736.736.7

32.5

31.4

32.6

30.6

26.426.426.4

29.8

27.927.927.9

28.028.028.0

21.6

26.526.5

28.328.3

26.5

28.3

23.1

24.8

22.4

17.717.717.7

17.617.617.6

15.7

6.1

5.1

1.2

1.2

4.4

5.4

7.47.47.4

5.0

■どのような場面で、女性が差別されたり、人権侵害を受けていると感じますか。（○はいくつでも） 
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 

他人に対する思いやりの心をはぐくむ 

教師の人間性、資質を高める 

家庭内の人間関係を安定させる 

子どもの個性を尊重する 

学校での体罰の禁止を徹底させる 

校則や規則を緩やかなものにする 

そ　　の　　他 

特 に な い  

無　　回　　答 

主体性や問題解決能力、豊かな人間性
や健康といった「生きる力」を身につ
けさせる 

成績だけを重んじる教育のあり方を
改める 

子どもの人権相談窓口や電話相談所を
充実する 

子どもが独立した人格であることを
大人が認識する 

子どもの人権を守るための啓発広報
活動を推進する 

52.8

39.8

38.538.5

34.2

24.5

21.1

12.1

6.76.76.7

3.7

0.7

47.847.849.9

42.1

38.5

52.4

34.6

25.625.6

30.6

25.6

24.5

19.219.219.2

16.416.416.4

6.2

4.6

1.0

0.9

0.2

0.3

6.1

1.9

1.9
平成16年（総数  1,643人） 

平成11年（総数  1,804人） 

■子どもの人権を守るのに必要なことはどのようなことだと思いますか。この中から3つ以内でお答 

　えください。（○は3つまで） 
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悪徳商法などの被害者になりやすいこと 

高齢者の意見や行動が尊重されないこと 

そ の 他  

無 回 答  

家庭や地域での役割がなく孤立すること 

家庭で介護を放棄されること 

これまでの経験や働ける能力を発揮する
機会が少ないこと 

施設や病院における介護などでプライ
バシーが尊重されないこと 

自分の年金が自由に使えなかったり、
財産が勝手に処分されること 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

38.138.138.1

33.2

平成16年（総数  1,643人） 

平成11年（総数  1,804人） 

36.236.236.2

43.2

29.529.529.5

32.8

28.528.528.5

29.329.329.3

23.5

24.8

15.5

17.517.517.5

11.7

12.8

1.2

1.7

19.4

13.5

■高齢者に関する事柄で、特に人権上問題があると思うのはどんなことですか。この中から3つ以内 

　でお答えください。（○は3つまで） 
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0％ 50％ 100％ 

人 

平 成 16 年（1,643） 

平 成 11 年（1,804） 

Aさんの意見 

差別は 
ない 
（計） 

どちらかといえばAさんの意見 

無回答 

Bさんの意見 

どちらかといえばBさんの意見 

41.2

44.5

差別が 
ある 
（計） 

51.0

52.8

12.2 29.0 7.8 40.1 10.9

13.2 31.3 2.7 40.7 12.0

■障害のある人の人権の現在の状況について、AさんとBさんの意見が次のように分かれました。 

　あなたの考えはどちらに近いですか。（○は1つ） 

〔 A さ ん の 意 見 〕＝ 障害のある人について正しく理解され、人々の意識に差別や偏見は 

　　　　　　　　　　　ほとんどない。 

〔 B さ ん の 意 見 〕＝ 障害のある人に対して、根強い差別や偏見がある。 
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■仮に、あなたのお子さんの結婚しようとする相手が、同和地区の人であるとわかった場合、あなた 

　はどうしますか。（○は1つ） 

0％ 50％ 100％ 

人 

平 成 16 年（1,278） 

平 成 11 年（1,453） 

子どもの意志を尊重する。親が口だしすべきことではない 

絶対に結婚を認めない 

親としては反対するが、子どもの意志が強ければ仕方がない 

家族の者や親戚の反対があれば、結婚を認めない 

53.5 38.5 5.8 2.2

3.248.9 41.0 6.9

0％ 50％ 100％ 

人 

平 成 16 年（1,563） 

平 成 11 年（1,717） 

自分も市民の一人として、問題の解決に努力すべきだ 

同和地区の人の問題だから、直接関係のない問題だ 

どうしようもない問題だから、成り行きにまかせる 

どうしようもない問題だが、誰かが解決してくれる 

よく考えていない 無回答 

49.3 15.3 6.7 2.2 18.1 8.5

52.6 14.7 9.8 1.9 16.8 4.1

■同和問題の解決に対するあなたの態度はどうですか。（○は1つ） 

31



32



33



0％ 50％ 100％ 

人 

平 成 16 年（1,643） 

平 成 11 年（1,804） 

Aさんの意見 

それぞれ 
の文化尊 
重すべき 
（計） 

日本の文 
化に順応 
すべき 
（計） 

どちらかといえばAさんの意見 

無回答 

Bさんの意見 

どちらかといえばBさんの意見 

63.1

66.4

28.7

31.324.1 42.4 2.3 25.7

21.7 41.4 8.2 24.3 4.4

5.5

■在住外国人の生活態度をめぐって、AさんとBさんの意見が次のように分かれました。あなたの考 

　えはどちらに近いですか。（○は1つ） 

〔Aさんの意見〕＝人にはそれぞれ民族の文化や生活習慣があるので、それを十分尊重し、いろい 

　　　　　　　　　ろな文化が共存できる社会をつくるべきだ。 

〔Bさんの意見〕＝日本に住む以上、日本の文化や生活習慣に順応し、日本人と同じような生活を 

　　　　　　　　　するべきだ。 

0％ 50％ 100％ 

人 

平 成 16 年（1,643） 

平 成 11 年（1,804） 

平 成 元 年（2,359） 

外国人という理由でことわったのは、差別だ 

誰に貸すかは家主の権利なので、差別といえない 

どちらともいえない 

無回答 

34.9 28.5 8.6 28.0

38.1 26.6 3.4 32.0

38.1 19.2 3.4 39.2

■日本で暮らす外国人が貸家を探していました。たまたま、適当なアパートを見つけましたので申し 

　込んだところ、外国人であることで、家主は貸すことをことわりました。このような家主の態度に 

　ついて、あなたはどう思いますか。（○は1つ） 
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0％ 50％ 100％ 

人 

平 成 16 年（1,643） 

平 成 11 年（1,804） 

つきあい 
継続 
（計） 

69.0

71.421.5 49.9 0.2 19.8 3.0 5.5

22.6 46.4 0.4 16.7 7.0 6.9

今までどおり親しくつきあう 

わからない 

感染しないよう配慮しながらつきあう 

その他 無回答 できるだけつきあいをさける 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 

43.3

43.2

24.8

0.7

5.0

16.516.516.5

10.6

そ の 他  

特に問題と思うことはない 

わ か ら な い  

無 回 答  

学校や地域におけるハンセン病について
の教育・啓発活動が不十分である 

ハンセン病回復者に対する偏見・差別が
残っている 

ハンセン病回復者の社会復帰に対する支
援が不十分である 

■もし、職場や地域などで日ごろ親しくつきあっている人がエイズの原因ウイルス（ＨＩＶ） 

　感染者であることがわかった場合、あなたはどうしますか。（○は 1 つ） 

■ハンセン病回復者に関する事柄で問題があると思うのはどのようなことだと思いますか。 

　この中から 2 つ以内でお答えください。（○は 2 つまで） 

（総数  1,643人） 
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■犯罪被害者の支援をしていくために、何が必要だと思いますか。この中から3つ以内でお答えくだ 

　さい。（○は3つまで） 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 

弁護士の紹介  

再び犯罪被害にあわないための措置 

犯人からの仕返しなどの不安の除去 

被害後における経済的支援 

各種相談の充実、広報 

被害者への捜査状況の連絡 

そ　　の　　他 

被害後における精神的ショックの 
軽減、回復 

県や警察による支援のみならず、民間
ボランティアや住民組織の支援 

平成16年（総数  1,643人） 

平成11年（総数  1,804人） 

51.7

35.635.6

35.535.5

28.528.528.5

22.7

16.916.9

11.8

0.7

49.7

35.6

42.8

35.5

45.745.745.7

29.7

23.0

29.7

20.0

16.516.5

16.9

16.5

13.6

0.6

無　　回　　答 
13.8

5.8
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島根県人権施策推進基本方針の施策体系 
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資　　　　料資　　　　料 資　　　　料資　　　　料 資　　　　料 





世 界 人 権 宣 言  
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日 本 国 憲 法（抄） 
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 
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島根県人権施策推進協議会設置要綱 
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島根県人権施策推進協議会委員名簿 
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島根県人権施策推進会議設置要綱 

59



島根県人権施策推進会議構成員 

60








